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１．電子申告の現状

e-Taxの利用件数及び利用率について（20年度からの推移）

20年度 利用率 前年対比 21年度 利用率 前年対比 22年度 利用率 前年対比

オ
ン
ラ
イ
ン
利
用
拡
大
行
動
計
画
の
重
点
15
手
続

申

 

告

所得税申告① 6,136,866 31.1% 168.9% 7,842,775 39.7% 127.8% 8,625,820 43.7% 110.0%

法人税申告② 982,505 37.7% 192.4% 1,273,465 48.9% 129.6% 1,508,620 57.9% 118.5%

消費税申告(個人)③ 443,706 29.4% 154.6% 548,523 36.4% 123.6% 601,688 39.9% 109.7%

消費税申告(法人)④ 1,118,060 56.7% 192.5% 1,449,615 73.5% 129.7% 1,670,209 84.7% 115.2%

酒税申告⑤ 39,409 82.1% 113.9% 41,904 87.3% 106.3% 42,474 88.5% 101.4%

印紙税申告⑥ 65,188 52.6% 221.2% 82,161 66.3% 126.0% 83,288 67.2% 101.4%

計（①～⑥） 8,785,734 33.8% 173.1% 11,238,443 43.2% 127.9% 12,532,099 48.2% 111.5%

法 定 調 書 ⑦ 976,589 43.7% 172.2% 1,226,506 54.8% 125.6% 1,395,945 62.4% 113.8%

利子等の支払調書⑧ 100,489 46.1% 139.4% 140,097 64.3% 119.0% 166,811 76.5% 119.1%

申
請
・

届
出
等

納税証明書の交付請求

 
⑨

6,115 0.5% 125.5% 7,992 0.7% 89.1% 10,609 0.9% 132.7%

開始届出書

 

⑩ 4,449,423 100.0% 125.5% 3,965,038 100.0% 89.1% 3,460,093 100% 87.3%

重点15手続全体（①～⑩） 14,318,350 36.6% 155.7% 16,578,076 45.4% 115.8% 17,565,557 50.2% 106.0%

うち先行11手続（②,④,⑤,⑦,⑧,

 
⑩）

7,666,475 55.3% 146.1% 8,096,625 65.9% 105.6% 8,244,152 73.5% 101.8%

※ 平成22年度におけるe-Taxの利用状況について（平成23年4月、国税局発表資料）より抜粋、利用率については弊社の独自の算出

利用率は着実に伸びているものの、その伸び率は減少している。
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１．電子申告の現状

オンライン利用拡大行動計画における目標値等

「電子申告」は税理士にとって対応必須の時代へ！！

年 度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

先 行 手 続

（

 

11 手 続 ）
37.8% 55.3% 65.9% 73.5%

70%
（目標値）

－ －

重 点 手 続

（

 

15 手 続 ）
23.1% 36.6% 45.4% 50.2% － －

65%
（目標値）

前
提
条
件

認証基盤等の大幅な拡大

（公的個人認証サービス・電子証明書発行枚数）
200万件 600万件 900万件 1,100万件 1,200万件 1,300万件

地方税ポータルシステム（eLTAX）の導入 市町村の大部分において導入されること

電子納税証明書等の電子的受入の普及、

一般的社会慣行化
国、地方公共団体及び金融機関等で電子証明書等の電子的受入が普及すること

（注）

 

先行手続とは、重点手続のうち３年の計画期間中の取組の効果が比較的早期に現れやすいと考えられる手続をいい、国税関係手続では、

法人税申告、消費税（法人）、酒税、法定調書（７手続）、電子申告・納税等開始（変更等）届出の１１手続をいう。

※ 平成21年度におけるe-Taxの利用状況について（平成22年4月、国税局発表資料）より抜粋

利用率の伸びが鈍化している中、安心できる状況ではない。
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２．事前準備

①達人Ｃｕｂｅ[顧問先管理]の整備 郵便番号、住所の登録は

 
正しいですか?

提出税務署の登録は

 
正しいですか?

利用者識別番号、利用者ＩＤの

 
登録は正しいですか?
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２．事前準備

②年調・法定調書の達人[基本情報]への引継ぎ･･･[業務データの更新]

■年調・法定調書の達人[基本情報]

・基本情報の登録を一元管理することで、正確性

 
が担保される。
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２．事前準備

③達人Cube[ユーザー管理]の整備

契約者情報において、

 
事務所の情報を正確に

 
入力する。

ユーザー情報において、

 
税理士の情報を正確に

 
入力する。
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２．事前準備

④年調・法定調書の達人[基本情報]への引継ぎ･･･[税理士一覧]

■年調・法定調書の達人[基本情報]

・事務所、税理士情報の登録を一元管理すること

 
で、正確性が担保される。

※「税理士番号」はイメージ（予定）です。

■法定調書合計表

 

新様式

税理士番号が付いた
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２．事前準備

⑤地方税電子申告[提出先・手続き]の追加

地方税電子申告では、納税者毎に申告書の提出先を事前に登録する必要があります。

地方税電子申告・申請等のうち、「提出先・手続き情

 
報変更」を選択します。

この時の、利用者ID、暗証番号は「納税者」です。 利用者属性を「自己の申告を行う」とし、「追加」をクリックします。

提出先登録で、新たに増えた提出先を登録します。
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２．事前準備

⑤地方税電子申告[提出先・手続き]の追加

地方税電子申告では、納税者毎に申告書の提出先を事前に登録する必要があります。

[追加]ボタンにより、[提出先登録]を行う。
※給与支払報告書を提出する全ての地方公共

 
団体について
※年調・法定調書の達人－[社員データ一覧表] 
の「納付先（市町村）」を参照する。

■年調・法定調書の達人－[帳票の一括印刷]－[一覧表等]－[社員データ一覧]
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３．年調・法定調書の達人のポイント

①税制改正の対応

年少扶養親族の扶養控除廃止

■年調・法定調書の達人[社員の登録]

[社員の登録]-[扶養親族]欄を正確に入力す

 
るだけで自動判定。
※[障害者区分]を忘れずに登録する。
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３．年調・法定調書の達人のポイント

②[納付先（市町村）の登録]の調整
既に登録されている納付先（市町村）の「ＮＯ．」を規定の市町村コードに変更します。

これまで「NO.」は任意

 
の番号を付けていた。

規定の市町村コードが表

 
記されるので、更新する。

達人Cubeにログインすると

 
データベースに接続する。
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③源泉徴収票等の提出区分の整理

３．年調・法定調書の達人のポイント

給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表に添付する源泉徴収票・支払調書の提出する・しないを事前に整理します。

■[社員の登録]画面

■[給与所得の源泉徴収票等の作成]－源泉徴収票画面

給与所得の源泉徴収票では、
1)[社員の登録]における、役員区分
2)給与の支払金額の総額
により、提出区分を自動で行っています。
※当該区分は電子申告データ変換後でも行

 
えますが、データの統一を図る意味で達人の

 
データで整理する事をお勧めします。
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３．年調・法定調書の達人のポイント

■報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書画面

■不動産の使用料等の支払調書画面

報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書では、
提出区分を自動で行っています。
※当該区分は電子申告データ変換後でも行えますが、

 
データの統一を図る意味で達人のデータで整理する事

 
をお勧めします。

不動産の使用料の支払調書等では、
法人個人区分が無いため、個別に判定していただく

 
必要があります。
※当該区分は電子申告データ変換後でも行えます

 
が、データの統一を図る意味で達人のデータで整理

 
する事をお勧めします。

③源泉徴収票等の提出区分の整理

給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表に添付する源泉徴収票・支払調書の提出する・しないを事前に整理します。
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④住民税徴収方法の区分

３．年調・法定調書の達人のポイント

給与支払報告書の提出の際、徴収方法を「特別徴収」又は「普通徴収」に区分しておきます。

■[社員の登録]画面

※当該区分は電子申告データ変換後でも行えま

 
すが、データの統一を図る意味で達人のデータ

 
で整理する事をお勧めします。
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⑤合計表の提出区分対応【新機能】

３．年調・法定調書の達人のポイント

源泉徴収票等の合計表の提出の際、追加、訂正があった場合の区分対応をしました。

■[基本情報の登録]画面

データの複写機能

複数のデータを作成・管理できることで、

 
様々な提出区分に対応可能

※このページの画面は開発中のものであり、実際

 
のシステムでは変更される可能性があります。
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画面遷移をご覧ください。

※詳細は、達人Cube[情報コミュニティ]－[達人マニュアル]でご確認いただけます。

４．電子申告の手順（国税）
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４．電子申告の手順（国税）

①電子申請データ（国税）の作成

達人Cube電子申告機能（国税）を起動し、電子申請用のデータを作成します。

給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表の提出は、

 
「電子申請」

税目は、「法定調書関係」
申請等年度は、「平成23年度」
手続き名は、「給与所得の源泉徴収票等の法定

 
調書（及び同合計表）」
を選択する。
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４．電子申告の手順（国税）

処理区分：新規
源泉徴収票及び支払調書の内訳：枚数確認
を行ってください。

[参照]ボタンで、提出者の一覧が確認できます。
※年調・法定調書の達人のデータと整合性を取

 
るため、ここでのチェックON・OFFは行いません。

①電子申請データ（国税）の作成

達人Cube電子申告機能（国税）を起動し、電子申請用のデータを作成します。
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②電子申請データのエラーの対処方法

４．電子申告の手順（国税）

電子申請データ作成時に出現するエラーは、その内容を確認し年調・法定調書の達人で修正する。

■電子申請データ取り込み後の画面

[エラー詳細]では、エラーの項目名、値、理由が一

 
覧で表示される。
[プレビュー]では、エラー内容が赤字で表示される。

不動産の使用料等の支払調書[計算の基礎]は、15文字制限です。
不動産等の譲受けの対価の支払調書[摘要]は、30文字制限です。
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画面遷移をご覧ください。

※詳細は、達人Cube[情報コミュニティ]－[達人マニュアル]でご確認いただけます。

４．電子申告の手順（地方税）
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４．電子申告の手順（地方税）
以下の場合「赤字」で表示されます。
1)申告する給与支払報告書データが存在するが、「提

 
出先設定」がされていない場合
･･･達人に戻って設定（当マニュアルP11）
･･･[参照]で提出先の設定を選択（当ページ右下）
2)電子申告に対応していない提出先
･･･そのまま次の手順へ（紙提出に切り替え）

■納付先が「赤字」で

 
表示された場合の対処

 
方法。
※稀に提出先事務所

 
等が複数存在する場

 
合、適宜選択する必要

 
がある。

■[参照]で提出先の設定を選択

①電子申告データ（地方税）の作成

達人Cube電子申告機能（地方税）を起動し、

 
電子申告用のデータを作成します。

税目は、「個人都道府県民税・市区町村民税（特徴）」
申請等年度は、「平成23年度」
手続き名は、「給与支払報告書」
を選択する。
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４．電子申告の手順（地方税）

①電子申告データ（地方税）の作成

達人Cube電子申告機能（地方税）を起動し、電子申告用のデータを作成します。

■取込み帳票一覧でエラーが無い事を確認し、電子申告データを保存します。

取込み帳票一覧で[状態]が「正常」なら、確定します。
顧問先1件分の給与支払報告書データが完成です。
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４．電子申告の手順（地方税）

②地方税の電子申告（署名から送信）

地方税電子申告・申請等の内、「署名・送信」を選択します。

署名を行う申告データを選択し、署名追加をクリックします。

電子署名選択で、ＩＣカードを選択し、パスワードを入力。

電子証明書確認を行い、署名数が「１」となった事を確認。
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４．電子申告の手順（地方税）

②地方税の電子申告（署名から送信）
地方税電子申告・申請等の内、「署名・送信」を選択します。

送信を行う申告データを選択し、送信をクリックします。

認証で、利用者識別番号、暗証番号を入力。

送信結果一覧が表示されるので、保存。

保存処理が終わると、送信結果一覧が表示されるので、印

 
刷・保存を行う。
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４．電子申告の手順（地方税）

②地方税の電子申告（署名から送信）
■申告後の確認書面「メール詳細」を取得します。
地方税電子申告・申請等の内、「ポータルセンタアクセス」「メッ

 
セージボックス」を選択します。
認証で、利用者識別番号、暗証番号を入力。
メッセージボックス一覧が表示されるので、「表示切替」を選択

 
し、「代理人として操作する」「納税者の利用者ＩＤ」を入力
メッセージボックスが表示されるので、表示したい申告データ

 
を選択し、印刷・保存を行う。
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５．達人Cubeの活用

①電子申告の一括処理（一括署名と一括送信）

■電子署名を、複数の申告データに一括して付与することができます。
電子申告・申請等の内、「一括処理」を選択します。
既に作成済みの申告データにチェックをつけ、「署名追加」をクリックし

 
ます。（以降の処理は個別の「電子署名」同じです）
選択した全ての申告データに署名が付与されます。
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５．達人Cubeの活用

①電子申告の一括処理（一括署名と一括送信）

■電子署名済申告データを一括して送信することができます。
電子申告・申請等の内、「一括処理」を選択します。
既に署名済みの申告データにチェックをつけ、「送信」をクリックします。

 
（以降の処理は個別の「送信」同じです）
送信した全ての申告データが「即時通知一覧」に表示されます。
各申告データを選択し、「詳細表示」をすると即時通知が表示されます。
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５．達人Cubeの活用

②メッセージボックス管理
■接続する利用者識別番号をあらかじめ登録することで、メッセージ

 
ボックスの情報を一括してダウンロードすることができます。
メッセージボックス管理を起動します。
メッセージのダウンロードをクリックします。
一括してダウンロードが行われます。
表示したいデータを指定し、「表示」ボタンをクリックします。



29Copyright(C)2011 NTT DATA Corporation

５．達人Cubeの活用

③メッセージボックス管理の機能拡充

利用者情報の設定画面にチェックボックスを配置。

チェックのついた利用者のメッセージボックスのみダウンロード

■メッセージダウンロードの効率化
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５．達人Cubeの活用

③メッセージボックス管理の機能拡充

■メッセージダウンロードの効率化

ダウンロード後のメッセージ一覧にチェック

 
ボックスを配置。

チェックのついたメッセージのみの作業が

 
可能。

印刷は、条件設定により必要なメッセージ

 
のみを印刷可能。



31Copyright(C)2011 NTT DATA Corporation

５．達人Cubeの活用

④暗証番号一括変更機能

利用者識別番号及び利用者ＩＤの暗証番号には有効期限があります。有効期限到来前に効率よく

 
変更できます。

①メッセージボックス管理から現在の登録

 
状況をＣＳＶ出力

②ＣＳＶファイルをＥＸＣＥＬで展開し、変更後の暗証番号

 
を入力し保存

・ＣＳＶファイルをＥＸＣＥＬで展開する操作方法につ

 
いては、達人Cube｢情報コミュニティ｣の｢よくあるご

 
質問(FAQ)｣より｢顧問先管理｣のFAQをご覧ください。
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５．達人Cubeの活用

④暗証番号一括変更機能

③変更後の暗証番号を入力したＣＳＶファ

 
イルを取り込み

④

 

[暗証番号]が一括で変更されます。

※登録されている利用者情報の件数により、変更作業の時間がかかります。
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５．達人Cubeの活用

⑤電子申告進捗管理

 

【有料サービス】

電子申告データ作成の状況や申告送信情報を顧問先別・申告期別に一覧できます。

①顧問先管理又はメッセージボックス管理

 
から起動します。

データの抽出にあたって：

[顧問先管理]のみご使用中の場合、電子申告機能での進捗状況を抽出できます。

[メッセージボックス管理]をご契約の場合、申告結果（申告日時、エラー情報等）も同時に抽出可能です。

②抽出条件を入力します。
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５．達人Cubeの活用

⑤電子申告進捗管理

 

【有料サービス】

③抽出条件により画面確認ができます。 ④ＥＸＣＥＬに取り込んで印刷ができます。

【顧問先単位での抽出】

【税目＋手続単位での抽出】

データの抽出項目：

①申告の状況、

 

②申告の種類、③課税標準額、④納税額、⑤更新日時、⑥送信日時、⑦受付日時、⑧受付番号



35Copyright(C)2011 NTT DATA Corporation

６．その他

①給与所得・退職所得等の所得税徴収高計算書の電子送信の準備
所得税徴収高計算書の「0円」申告が可能です。

1)源泉徴収額納付管理表等から、給与所得・退職

 
所得の所得税徴収高計算書を作成する。
※[データ取込]で平成22年12月分又は平成22年

 
下期分の「0円納付書」を作成する。
※システムリリース後、「0円」納付書の一括送信が

 
可能となります。
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６．その他

②Zaimon

 

e-Taxデータ受付サービス

電子申告済みデータを送信するだけで、金利優遇サービスが受けられます。（一部金融機関）

Ｚａｉｍｏｎのしくみ（税理士用）

[対応金融機関]

・三井住友銀行

 

⇒Ｗｅｂ申告データ受付サービス

・みずほ銀行

 

⇒e-Taxデータ受付サービス

・足利銀行

 

⇒あしぎんe-Taxデータ受付サービス

・西日本シティ銀行

 

⇒NCB e-Tax申告データ受付サービス

※登録・利用料は「無料」、[利用登録]を行ってください。
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